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論　　文
探索方法の違いから見たサーチ理論の
研究動向について*
野　坂　博　南†　
1 　序論
　ジョブサーチ理論は市場参加者が出会うに際して費用がかかる経済を分析対象としている
（Mortensen and Pissarides 1994）。例えば、雇用に際して労働者や企業などの経済主体は時
間や金銭的な費用を負担して求職・求人活動を行う。その結果、欠員のある企業と失業者が
存在するにも関わらず欠員が埋まらず摩擦的失業が発生する。本稿の目的はジョブサーチ理
論の文献の一部を展望し含意を比較することにある。
　本稿では、近年明らかになったいくつかの研究成果を比較する。主に労働市場に関する文
献を対象とするが、特に、労働者の求職方法、企業の求人情報の伝達や採用過程、さらには
一企業当たりの求人数などの違いが均衡に与える影響などに焦点を絞る。この場合、労働
者、企業のどちらが相手にコンタクトを取るかが重要である。いくつかのモデルでは、まず
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労働者が企業に求職し、企業が集まった候補者から採用者を決定するという順序のモデル（以
下、基本モデルと呼ぶ）を考察するが、別のモデルでは、まず企業が労働者に採用通知を出
し、労働者が採用を受けた企業の中から働く先を決定するという手順を踏む（以下、広告モ
デルと呼ぶ）。また、一人の労働者が求職活動を最初に行うにしても、求職に際して接触で
きる企業の数が複数あると結果も異なってくる。ただし、複数の接触可能な企業といっても、
労働者が複数の欠員に同時に求職し選考が行われる場合（以下、複数求職モデルと呼ぶ）と、
複数企業の情報が単に観察可能なだけで実際の求職先は一社のみの場合（以下、複数観察モ
デルと呼ぶ）では、その含意が異なる。最後に、一つの企業が募集できる仕事（欠員）の数
が複数ある経済を紹介する（以下、複数欠員モデルと呼ぶ）。
　本稿では、こうしたモデルの枠組みについて Rogerson et al.（2005）、今井他（2007）に
ならい、経済主体の利用可能な情報の違いにより、モデルをランダムマッチングモデル
（Random Matching Model）とディレクテッドサーチモデル（Directed Search Model）に分
割して考察する。まず、ランダムマッチングモデルでは相手に出会うまでは企業に関する情
報（特に賃金といった雇用条件）はわからず、潜在的なパートナーの中から無作為（random）
に相手を選ぶことを仮定する。他方、ディレクテッドサーチモデルでは相手に出会う前に相
手の情報を保有している経済を考え、自分にとって望ましい相手を探索すると仮定する。ど
ちらのモデルでも、複数の労働者が一つの企業に求職活動を行えば、（一企業の求人数が一
人である限り）一人以外の労働者は職を得ることができず失業する。また、本稿では、企業
が労働者と出会う前に賃金を提示するモデル（以下では賃金掲示モデルと呼ぶ）も紹介し比
較する。
　サーチ理論に関しては様々な展望論文が存在する。まず、Mortensen（1986, 1988）など
が初期のサーチ理論の業績をまとめている一方、一般均衡的な視点から分析を行った比較的
最近の理論モデルは Mortensen and Pissarides（1999）、Pissarides（2000）、Ljungqvist and 
Sargent（2012）等で詳しく解説がなされている。また、本稿で焦点を当てている企業の賃
金提示やその後の理論的な進展は Mortensen（2003）や Rogerson et al.（2005）が包括的な
サーベイを行っている。また、今井他（2007）でも同様に展望がなされており、本稿もそう
した分類や比較方法に依拠している。また、Wolthoﬀ（2010）でも本稿と同様に求職先の数
などによりモデルを分類し理論モデルを概観している。本稿の特徴は、異なるモデルを同じ
前提で定式化することに多くを費やしている点、労働者や企業の検索方法の違いが与える影
響に焦点を絞っている点にある。
　モデル統一の必要性もあり、本稿ではいくつかの重要な問題を捨象している。まず、一期
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モデルを仮定しており、そのために動学的な性質は取り上げていない 1）。その結果、動学的
な視点が重要な交渉と転職の問題分析が困難となる。まず、交渉は、経済主体の交渉力が
交渉決裂後の経済状態に左右されるので交渉後の期間が存在しない一期モデルでは分析が
できない。また、働きながらの転職行動（オンザジョブサーチ、Burdett 1978; Burdett and 
Mortensen 1998; Mortensen 1990）も転職後の経済状態が重要であり一期モデルではモデル
化できない 2）。さらに、個人の異質性に関する問題（Shimer and Smith 2000; Smith 2006）を
扱っていない。また、労働者などの投資（Acemoglu and Shimer 1999b）や情報の不完全性
（Guerrieri et al. 2010）、雇用契約（Stevens 2004）の与える影響も本稿では考察の対象外で
ある。最後に、本稿の分析は一般均衡の枠組みではあるものの、景気変動とサーチ活動との
関係 3）は取り上げていない。
　以下では、労働者と企業の出会うメカニズムの違いによりモデルを分割している。まず最
初に、無作為に相手と出会うモデルのなかで、賃金が外生的に決定される最も基本的な理論
モデル（ランダムマッチングモデル）を考える。次に、無作為に相手と出会うものの、出会
う前に賃金が掲示されるモデル（賃金掲示モデル）を考察し、最後に、労働者が企業の賃金
を職探しの前に知っているモデル（ディレクテットサーチモデル）を紹介する。それぞれの
モデルにおいて、賃金の掲示方法、利用可能な情報、求職方法の違いなどでさらにモデルを
細分化する。
2 　賃金が外生的なランダムマッチングモデル
2.1　基本モデル（ランダムマッチングモデル）
　まず、ランダムマッチングモデルの基本形を紹介しよう 4）。一期のモデルであり、連続体
（Continuum）の同質な労働者（求職者）と欠員（求人）が存在すると仮定し、労働者の人口
規模は１であり所与とする。一方、同質的な企業を仮定するが、企業数は自由参入条件（Free 
Entry Conditions）により内生的に決定される。さらに、欠員一人当りの労働者数を本稿で
は平均待ち行列（Average Queue Length）と呼び、 と表すことにする。以下断りのない
限り、各企業は一人の求人（欠員）を募集すると仮定する。
　基本モデルでは、各労働者は一つの企業に応募する。また、複数の労働者からの応募があ
った企業は、（労働者が同質的なため）応募者の中から無作為に一人の労働者を選び雇用する。
1 ） 一期モデルを利用したアプローチは Rogerson et al.（2005, 5.1 節）、Mortensen（2003, 1 章）、Shi（2001）
で利用され、本稿もこのアプローチに依拠している。
2 ）Mortensen（2003）等のサーベイを参照。
3 ）サーベイとして Rogerson and Shimer（2011）を参照。
4 ）モデルは主にButters（1977）、Mortensen（2003）等の１期モデルで賃金を固定したものに依拠している。
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その結果、選ばれなかった労働者は失業し、どの労働者からも求職申し込みがなかった企業
は欠員のままとなる。
　この節のどのモデルも、賃金（ ）は外生的に の水準で与えられると仮定する。よ
って、生産を とすると企業利潤は となる。他方、失業者は の失業保険を受け取り、
欠員が埋まらない企業の利潤はゼロとなる。サーチ活動に経済的利益が必要なため以下の仮
定を設ける。
仮定 1　
　次に雇用確率を定義するが、まず企業が労働者を雇用できる雇用確率（ ）を計算する。
一人の労働者は全ての企業の中から無作為に選んで求職するので、各企業が求職を受ける労
働者数の確率分布は、平均待ち行列（ ）を平均としたポアソン分布（平均 ）に従う。
    （1）
　任意の一企業は、少なくとも一人の労働者が求職に来れば欠員を埋めることができるので
は となり以下を得る。
    （2）
　次に、労働者が雇用される確率（ ）を求める。経済の企業数が であることに注意
すると、欠員が充足した企業数（ ）と雇用された労働者数（ ）が等しいので下記を得
る。
    （3）
以下では上記条件を実現可能性の条件と呼ぶ。
　最後に企業の参入条件を検討する。企業は費用 c を支払えば市場への参入は自由であり、
この費用により一人分の仕事を作り出し欠員を募集できると仮定する（自由参入の条件）。
ここで、費用 c は雇用に伴う便益（ ）より小さく、サーチ活動が有益であると仮定する。
仮定 2　
自由参入条件の結果、均衡で参入する企業がいる限り、企業の期待利潤 は均衡でゼロと
なる。この関係式より均衡の平均待ち行列 の決定式を得る。
    （4）
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2.2　広告モデル（ランダムマッチングモデル）
　前節では労働者が企業に求職するモデルを考えたが、本節では逆に企業が労働者に雇用の
申し出を行い、労働者はそれを受け入れるか否かを決定するという経済（広告モデル）を考
える 5）。広告モデルの仮定の下では、前節とは逆に、労働者側にはどの企業からも雇用申し
出がされない危険が発生する一方、企業側には雇用を申し出ても（競合する企業が存在する
ため）申し出を受け入れてもらえない可能性もある。ただし、形式的には基本モデルの労働
者と企業の立場が逆になっただけである。具体的には、労働者一人当りの企業数を とし、
（2）と（3）の労働者と企業の役割を入れ替えると、労働者と企業の雇用確率は以下のように
なる。
    （5）
    （6）
また（4）の自由参入条件より を導出できる。
    （7）
2.3　複数観察モデル（ランダムマッチングモデル）
　次に労働者が複数の求人情報に接することができる状況を考えてみよう 6）。まず、労働者
が無作為に選ばれた企業の求人情報に接するが、一部の労働者は二つの求人情報を知ること
ができる。その後、各労働者はそれぞれ一つの企業に求職を行う。求職の申し出を受けた企
業では、求職に来た労働者の中から無作為に雇用する者を決定する。新しい情報の導入は通
常は均衡に影響を与えるが、現在の設定では、この情報は労働者に有益ではない。なぜなら
ば、全ての企業は同質的であり、提示される賃金も同一であると仮定しているから、どの企
業を選んでも同じ賃金となる。その結果、均衡は基本モデルと同一となる。
2.4　複数求職モデル（ランダムマッチングモデル）
　各労働者が複数の企業情報を観察するだけでなく、同時に求職することもある。そこで、
一人の労働者が 個の欠員に同時に求職できる理論モデルを考える（Albrecht et al. 2003; 
5 ） 主に Butters（1977）、Mortensen（2003）に依拠して説明する。なお、これらの論文とは異なり、本
節のモデルは企業が賃金を決定できない点には留意を要する。
6 ） このモデルは、Burdett and Judd（1983）、Acemoglu and Shimer（2000）において賃金が固定された
場合のモデルである。
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Albrecht et al. 2004）。ここでは Albrecht et al. （2003）に依拠したモデルを紹介する。モデ
ルでは、労働者が無作為に 個の欠員に応募し、求職希望を受け取った企業は求職者の中か
ら一人を決定し通知する。採用申し出を受け取った労働者は就職するが、複数の企業から申
し出を受けた労働者は、無作為に一つの企業を選択し就職する。
　まず、Albrecht et al.（2003）にならい労働者の雇用確率を求める。このモデルの平均待
ち行列が と変更されることに留意すると、（3）と同様に、一つの求職先から採用の申し
出を受ける確率は である。 個の求職先のうち少なくとも一つ
から採用通知を受ければ雇用されるので、雇用確率は と計算できる。
    （8）
　次に、企業の雇用確率 を求めるが、これは基本モデルと同じく実行可能性の条件であ
る式（3）より導出できる。
   
　最後に自由参入条件（4）に代入すると、均衡の平均待ち行列 を求めることができる。
   
   
　この結果、自由参入条件のもとでは、 が一定となるように が決定されるから、各労
働者が求職する数 の変動は企業の雇用確率 に影響を与えない。また、労働者の雇用確
率は より と反比例して変動する 7）。
2.5　複数欠員モデル（ランダムマッチングモデル）
　一企業が複数の欠員を募集すると、労働者は一人の欠員が別の労働者によって埋まっても、
まだ同じ企業の残りの欠員ポストに雇用される可能性がある。本節では、この点を定式化し
た Burdett et al.（2001）、Lester（2010）、Hawkins（2013）等を簡略化したモデルをランダ
ムマッチングモデルの枠組みで考察する。各企業は 人までの雇用が可能であり、 人雇用
して生産した場合の生産は と仮定する。平均待ち行列 を（企業当たりではなく）
欠員一人当りの労働者数とすると、各企業には 人の労働者が来ることが期待できる。そ
こで、企業当たりの雇用者数の期待値を とすると、これは式（1）の確率 で待ち行列を
7 ）Albrecht et al.（2003）では（自由参入条件ではなく）企業数が一定という仮定を主に用いている。
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としたものとして計算可能である 8）。
　
 （10）
　
よって、企業の欠員一人当りの充足割合を とおくと以下のようになる。
　
 （11）
労働者の雇用確率 は実行可能性の条件（3）から導出される。
　企業の期待利潤は基本モデルを 倍した となるので、自由参
入の条件（4）を利用して の条件を求める。
　
　
 （12）
　ここで、一企業の欠員数 の変化が雇用者数に与える影響をみるために、経済の欠員数合
計を一定にしつつ、 が増加する場合の影響を考える。この仮定は、労働者人口が一定なの
で労働者一人当たりの欠員数 が一定の仮定と同じであり、したがって の増加は企業
数 の減少を意味する。上記の雇用確率を利用して直接計算することにより、雇用確
率は の増加関数となることがわかる 9）。
補題 1　
8 ） は以下のようにも表現できる。
   （9）
  
　　ここで、 は、不完全ガンマ関数と呼ばれ以下のように定義される（Watanabe 2006）。
  
9 ）証明は野坂（2013）を参照。
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　この結論を直感的にみるため、 が =1 から =2 に変化したときの影響を、経済に労働
者が二人、欠員数が二つしかいない場合で考えると明確になる。企業当り一人の欠員を持つ
二つの企業がある経済（ =1）では、二人の労働者が同じ企業に求職すると失業が１人発
生する可能性があるが、一つの企業が二人の欠員を募集する経済（ =2）ではミスマッチ
による失業は発生しない。この性質は、一企業が多人数を求人するメリットと考えられてい
る（Burdett et al. 2001, p. 1080）。
　次に自由参入条件のもとで雇用規模 の増加が平均待ち行列 に与える影響をみるため、
が無限大に拡大した状態を考える。（12）において が無限大になるとき以下の補題を得
る 10）。
補題 2　 とする。 のとき、 1。
が増大するにつれて摩擦的な失業が減少するため、全ての労働者が雇用されることになる
（ =1）。その結果、企業の雇用確率 は一企業当たりの労働者数 と等しくなり、自由
参入条件より となる。ここで欠員が発生するのは摩擦的な失業に起因するも
のではなく、欠員数が労働者数を上回っているためである。
2.6　効率性（ランダムマッチングモデル）
　サーチモデルにおける効率的な資源配分は、多くの文献では、労働市場に摩擦があるとい
う物理的な制約の下で、経済全体の期待便益を最大にする配分と定義されている。ここでは
Rogerson et al. （2005）等に沿って経済の期待便益を考えると、本稿の前出のモデルでは下
記のように記述できる 11）。
    （13）
最初の項は失業者の便益であり雇用状態の有無にかかわらず保証される。一方、第二項は
労働者が企業に雇用されたときに得られる追加的な便益である。式の括弧内は企業のサー
チ活動に伴う期待便益であり、労働者一人当りに換算するため を乗じている。この問
10） 証明はスターリングの公式及び不完全ガンマ関数の以下の性質を利用する（Paris 2010, p. 180）。
  
　　詳細は野坂（2013）を参照。
11） 式中の は複数求職モデルと複数欠員モデルではそれぞれ と読み替える必要が
ある。
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題は実行可能性の条件（ ）を用いると次のようにも表現できる（Rogerson et al. 
2005、 （85）式）。 
    （14）
　最大化のための一階の条件により効率的な の値を得る。 
    （15）
ここで、雇用確率 の に関する弾力性の絶対値を とすると次のようになる。
    （16）
　基本モデルの経済効率性をみるため、 （4）の自由参入条件を と変形
し比較すると、均衡が効率的となる条件は以下のようになる。 
    
　これはホシオス条件（Hosios condition）の一つの形態と考えられる（Hosios 1990; 
Rogerson et al. 2005）。企業の自由参入があるときは、雇用確率の弾性値が資本への分配率
に等しいときのみ効率的な資源配分が達成される。上記の条件は本稿のモデルの多くで当て
はまる条件だが、この条件が当てはまらないモデルも多数存在する。
　最後に、本稿のモデルでは、労働者も企業も同質的なので、労働者と企業の組み合わせは
問題とはならず、もっぱら雇用確率を最大化することが効率性の条件であった。しかしなが
ら、各労働者の能力が異なるなど、経済主体が異質な場合には、労働者と企業の最適な組み
合わせを考慮に入れる必要があり、問題はこれほど単純にはならない 12）。
2.7　均衡の効率性比較（ランダムマッチングモデル）
　次に、各モデルの均衡の効率性を比較してみよう。経済が均衡にある場合は、どのモデル
でも自由参入条件（4）が成立するから、これを経済厚生最大化問題（13）に代入して を
消去すると、均衡の経済厚生水準は次のようになる。 
    
よって、経済厚生は の減少関数であり、最も低い のモデルが（労働者が雇用される確
12） ランダムマッチングモデルにおける組み合わせの問題に関しては、Shimer and Smith（2000）、Smith
（2006）などを参照。
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率が高いので）最も効率的な均衡と言える。なお、平均待ち行列 は自由参入条件（4）に
より決定されるが、この条件により企業の雇用確率 はモデル間で同じとなる。このこと
から、ある水準 のもとでの企業の雇用確率の水準 がより大きいモデルがより効率的で
あるとも言える 13）。
　まず、基本モデルと広告モデルを比較するため、企業の雇用確率を基本モデルと広告
モデルでそれぞれ 、 と表す。すると、実際に数値計算を行うことで、 のとき
（ のとき ）であり、 のときは両者が等しくなる
ことがわかる。これは例えば、企業数が労働者の人口に比べて少ないとき（ ）には、
数の多い労働者が企業にコンタクトする場合（基本モデル）の方が経済全体としてコンタク
トできる数が多くなるため雇用も増加し、効率性が高くなることを意味している 14） 。
　次に、複数求職モデルを考える。このモデルの企業の雇用確率を とすると、定
義より明らかに のとき に一致する。一方、 のときに に一致する
ことも確認できる。 
    
ここで、 の場合に関して直感を得るため、仮に が大きく労働者が全ての企業に求
職するという極端な場合を考えてみよう15）。このとき企業は全ての労働者から求職を受けるの
で、全労働者の中から一人を無作為に選択する広告モデルと構造が一致することがわかる。
　よって、複数求職モデルは広告モデルと基本モデルを両極端なケースとして含みそれぞれ
のモデルには連続性があると考えられる。しかしながら、効率性の水準に関しては、必ずし
も複数求職モデルが両モデルの中間に位置するわけではない。この点に関して Albrecht et 
al. （2003）では以下のように議論している。まず、結論が一番明瞭になる の場合を考
えると となるが、このとき は次のようになる。 
    
これを の関数と見ると、 は が低いうちには増加するが、 が大きいときは低下する
ことがわかる。よって、 が適当な水準にある場合の複数求職モデルは基本モデル及び広告
13） 正確には比較するモデルの均衡の における の大小を比較すればよい。この点をみるため、もし
あるモデル X の均衡解が であったとき、この水準で となるモデル Y があったと
しよう。この場合、均衡では となることと が の単調増加関数であることから、
モデル Y の均衡解 は を満たす。よって、モデル Y の方が効率的であることがわかる。
14） Butters（1977）でも消費者と販売者のサーチモデルにおいて、どちらの側のサーチがより経済効率的
かを議論しているが、そこではどちらのサーチ費用が相対的に低いかが重要な役割を果たしている。
15）ただし、厳密には は労働者数や企業数に比べて十分小さい必要がある。
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モデルよりも効率的となる場合がある。
　最後に、複数欠員モデルを基本モデルと比較してみよう。複数欠員モデルの企業の雇用確
率を とすると、前節で見たように、
である。従って、基本モデルよりも常に効率的である。 
3 　賃金掲示モデル
　前節では賃金が固定されたモデルの考察を行ったが、本節では労働者と企業が出会う前の
欠員募集時に企業が賃金を設定する理論モデルを、 Mortensen （2003）、今井他 （2007）等の
モデルをもとに考察する。ただし、前節と同様に無作為に相手を選択する仮定（ランダムマ
ッチングモデル）を維持する。 
3.1　基本モデル（賃金掲示モデル）
　企業が事前に賃金 を掲示する仮定を導入するが、その他は、前節と同じであり、基本
モデルでは労働者が一つの企業に求職して企業が採用を決定する。また、労働者は無作為に
企業を選ぶため、企業の採用確率 は賃金 に依存せず（2）となる。利潤の形式も前
節のモデルと同一であり、 となる（ ）。
　基本モデルでは、各労働者が一つの企業にだけ求職するから、賃金が 以上である限り
雇用を受け入れる。このことを知っている企業は賃金を に設定する。賃金の条件と
自由参入条件（4）を利用することで、均衡の待ち行列 を得る。 
　
　
 
（17）
　結果として、企業は買い手独占下での賃金設定を行うため、労働者はサーチ活動から何の
利益も得ることができず、サーチ活動自体を行う誘因がなくなる （Diamond 1971）。その結
果、全ての企業の提示賃金が となり通常観察される幅をもった賃金分布を得ることがで
きない。 
3.2　広告モデル（賃金掲示モデル）
　基本モデルとは逆に、広告モデルでは、企業が一人の労働者に採用申し出を行うが、賃金
掲示モデルでは企業が事前に賃金を掲示する。本節では、 Butters （1977）、Mortensen （2000, 
2003）に依拠した理論モデルを考察する。
　まず、労働者は賃金により企業を選択できないことから、労働者の雇用確率 は（3）の
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ランダムマッチングモデルの と同じとなる。また、企業の雇用確率 をみると、こ
れは掲示する賃金に依存し となる。前節の広告モデルと同様に、この確率は労働者一
人当りの欠員数 の影響を受ける。ただし、賃金競争で企業と競合するのは掲示賃金
よりも高い賃金を掲示した企業であり、こうした企業が一つでも労働者に採用を申し出たら
企業は採用できない。ここで、企業の掲示賃金 の分布関数をオファー分布と呼び と
定義すると、当該企業よりも魅力的な企業の割合は となる。したがって、企業に
とっての実質的な混雑度は となり、雇用確率は自社よりも魅力的な企業が一
つも現れない確率となるので以下を得る（Butters 1977; Mortensen 2003）。 
    
　次にオファー分布の特徴であるが、 Butters （1977）、Burdett and Mortensen （1998）、
Mortensen （2000）等は、均衡における下記の性質を明らかにした 16）。
補題 3　オファー分布 は密度分布を有し、そのサポートは連結した区間 となる。
　このモデルではオファー分布が明示的に解ける。この点をみるため （4）の自由参入条
件 17）を利用する。 
　
　
 
（18）
ここで、賃金の下限（ ）を代入することにより を求めることができる。
    （19）
上の二式を利用するとオファー分布は下記のように明示的に解ける（Butters 1977; Mortensen 
2000）。
    （20）
16） 直感的な論理は以下の通りである。まず、オファー分布は一点の賃金水準に正の確率を持つような点
を有しない。なぜなら、もしそのような賃金が存在するなら、企業はその賃金より僅かに高い賃金を
提供することで雇用確率を非連続的に高められるからである。第二に、失業の便益 b は企業が提示す
る賃金の下限となる。もしこれより高い賃金が分布の下限であると、賃金を下限より僅かに下げても（企
業の順位は最下位で変わらないため）雇用確率をかえずに賃金を節約することができる。賃金分布の
サポートが連結した区間であるのも同様の考察から明らかである。
17） Butters（1977）では自由参入条件が明示的に考慮されている一方、Burdett and Mortensen（1998）では、
利潤が全ての掲示賃金水準で同一であるという特徴から同様の結論を導いている。
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　関数を微分すると の密度（ ）が として求まる。また、密度
の傾きは となることから、 の増加関数であることがわかる。一
般的に賃金分布は両裾で密度が低下する形状をとるため、この密度関数は現実の経済を説
明するモデルとしては不十分である。そこでこれを改善する方法がいくつか提示されてい
る。まず、企業の生産性などが同質でない経済を考えれば現実に合った賃金分布が導出可能
である （Bontemps et al. 2000）。この場合、生産性の高い企業を稀少にすれば、高い賃金を
提供できる企業数も少なくなるのでデータに近いオファー分布を得ることができる。一方、 
Acemoglu and Shimer （2000）や Mortensen （2000）は、労働の他に資本を導入することで
密度分布が右下がりになることを示した。これと関連して、動学モデルで毎期人的資本を蓄
積するモデルを考えても高い賃金を支払う企業数は少なくなることがわかる（Burdett et al. 
2011; Fu 2011）18）。 
3.3　複数観察モデル（賃金掲示モデル）
　ランダムマッチングモデルと同じように、複数観察モデルでは労働者が複数企業の掲示賃
金を観察する （Burdett and Judd 1983; Acemoglu and Shimer 2000）。本節では、 Acemoglu 
and Shimer （2000）を簡略化したモデルを紹介する 19）。前節の複数観察モデルとは異なり、
企業は賃金を事前に提示するが、その他は同じである。簡単化のため、モデルには二つのタ
イプの労働者が存在すると仮定する。第一のタイプの労働者は一つの企業の賃金のみを観察
するが、第二のタイプの労働者は無作為に選んだ二企業の掲示賃金を観察する。掲示賃金を
もとに労働者は一つの企業に求職を申し出て、企業は求職に来た労働者の中から一人を無作
為に選び雇用する。ここで、第一、第二のタイプの労働者の割合を、それぞれ と と表し、
これらの値は一定であると仮定する（ + =1）。
　まず、企業の雇用確率 を求める。掲示賃金 の企業の平均待ち行列を で表す
と、二つのタイプの労働者の合計が全体の待ち行列となる （Acemoglu and Shimer 2000, p. 
588）。 
    （21）
ここで、 は第二タイプの労働者が提示賃金 を選ぶ確率である。上式で、 は（一
企業当たりの）タイプ 1 の労働者数であり、彼らには選択肢がないので確率 1 で求職する。
18）なお別の観点から賃金の分布を説明したものとしては Julien et al.（2000）を参照。
19） Acemoglu and Shimer（2000）では、観察できる賃金の数は労働者が決定しており、また、ある種の
投資もモデル化されている。他方、本稿では簡単化のため、経済主体にそのような自由度はない。そ
のため、結論に差が生じるがその点については後述する。　
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一方、第二項の は（一企業当たりの）提示賃金 を受け入れるタイプ 2 の労働
者数である。少なくとも一人の労働者より求職の申し出を受ければ雇用できるから、採用確
率 は下記の通りとなる。 
    （22）
　次に、労働者の雇用確率 を考えるが、労働者が賃金 の企業に求職したときに雇用さ
れる確率を とすると、実行可能性の条件（3）より となる。
　企業の期待利潤は前節と同じであるので自由参入条件（4）より以下を得る。
　
　
 
（23）
　次に、タイプ 2 の労働者の企業選択を考える。まず、提示賃金 を選んだ労働者の期待
効用は下記のようになることに注意する。 
   （24）
労働者は期待効用の高い方の掲示賃金 を選択する。よって、提示された賃金が のとき、
これを受諾する確率 は次のような形となる。 
   
　Acemoglu and Shimer （2000）では企業のオファー分布の基本性質を導いているが、本稿
の設定のもとでは下記のようにまとめられる。まず、企業の自由参入条件（23）を期待効用
（24）に代入して を消去すると、 
   （25）
となる。 に関して微分すると期待効用を最大化する の条件を得る。 
   （26）
この に対応して、期待効用を最大化する賃金 が（23）より求まる。なお、均衡では賃
金は の範囲で提供され、その区間で に関して単調増加関数 20）なので
となる 21）。また、均衡で賃金が提供される領域 X は、閉区間 または一点 、
20） 期待効用はその区間で に関して単調増加であるが、自由参入条件（23）より均衡において は
に関して単調増加なので、 に関しても単調増加関数となる。　
21） （すなわち  ）となると、期待効用 は の減少関数となり、労働者と企業の双方にとっ
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またはその両方からなることがわかる 22）。このとき、オファー分布は、閉区間では
広告モデルのような連続分布となる一方、賃金 では正の確率を取ることがわかる。
　ここで、 をとる確率を とし、 Acemoglu and Shimer （2000）に基づ
いて具体的な値を求める。まず、 の場合、閉区間 においては連続したオファ
ー分布 となるが、これは、（21）、（23）より を消去し、 を利用して について
解くと以下のように求めることができる （Acemoglu and Shimer 2000, p. 591）。 
   （27）
な お、 オ フ ァ ー 分 布 の 特 徴 は 本 節 の 広 告 モ デ ル と 同 じ 特 徴 、
を 有 し て い る。 ま た、 自 由 参 入 条 件（23） に を 代 入 し て、
のときの均衡の の値を求める。 
   （28）
　次に、 の賃金も正の確率で掲示される可能性があるが、その条件を求める。そのため、仮
に が であったとしよう。すると、この確率は
を満たす（ただし、 は（23）で定義される関数である）。もしこの等式が（0, 1）の範
囲内の で成り立たない場合、 はゼロまたは１の端点解となる。場合分けを行うと以
下の結論を得る 23）。
 
補題 4　定数 を とする。このとき、（1） ならば 、
（2） ならば 、（3） ならば である。
上記補題は、タイプ 2 の労働者の割合が比較的大きければ全ての掲示賃金は になること
を示している 24）。
　最後に、補題 4 は Acemoglu and Shimer （2000）等の結論と若干異なるのでこの点を補
足する。 Acemoglu and Shimer （2000）のモデルでは、全ての企業が を提示する資源配
分（つまり、 ）は均衡とはならない。これは観察する企業の数が労働者により内生
て より劣るので均衡では選ばれない。また、 より低い賃金では、補題 3 と同じ理由で連続した範
囲 で賃金が提供される。この範囲では期待効用は の増加関数であり、労働者にとってはより高
い賃金が望ましい。その結果、 の賃金が労働者に選択される確率は（もう一つ観察された賃金 が
未満となる確率だから） となる。
22） Acemoglu and Shimer（2000, 命題 1）を参照。ただし、本稿では と仮定しているため、
となる均衡は存在しない。
23）証明は野坂（2013）、Acemoglu and Shimer（2000, p. 592）を参照。
24）Acemoglu and Shimer（2000, p. 572）を参照。上記の は同論文の の上限 に対応している。
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的に決定されるためである。この点を確認するため、仮に全ての企業が効率的な賃金 を
提示した場合を考えてみよう。このとき、企業は全て同質的なので、労働者は企業の情報
を取得する誘因がなくなり、均衡では全ての労働者はタイプ１の労働者となる。その結果、
（労働者が一社の賃金情報しか収集しないため）企業には最低賃金 を提示する誘因が発生
し、 を提示する経済は均衡にはなり得ない。情報収集が与える外部効果 （Grossman and 
Stiglitz 1980）が同論文にとっては重要である。 
3.4　複数求職モデル（賃金掲示モデル）
　次に、労働者が複数の企業に求職申し込みができる複数求職モデルを考える（Albrecht 
et al. 2006; Gautier and Moraga-González 2004）。前節でみたように、このモデルでは、労
働者は複数企業の賃金を観察するだけでなく同時に求職申し込みを行う。その後、企業は一
人の求職者に採用の申し出を行い、採用申し出を受けた労働者は企業を一つ選び就職する。
　この場合、モデルは複数企業の賃金を観察する複数観察モデルと状況は似通っているが、
以下の二つの点で大きく異なる。まず、複数観察モデルでは、一つの企業にしか求職できな
いため、求職を受けた企業は労働者に採用申し出をすれば確実に労働者に受け入れられる。
一方、複数求職モデルでは、労働者は複数の企業に求職をしているため、企業が採用申し出
をしても（労働者は複数の企業から採用申し出を受ける可能性があるので）採用できないリ
スクが発生する。こうした違いをより詳細に検討するため、以下では Gautier and Moraga-
González （2004）を簡略化したモデルを紹介する 25）。
　まず、企業の雇用確率 を導出する。企業が労働者を採用できるのは、（1）企業が労
働者より求職の申し込みを受け、（2）企業からの採用申し出が労働者に受け入れられる必要
がある。前者と後者の確率をそれぞれ と とすると、 となる。
　 は平均待ち行列 のもとで少なくとも一人の労働者より求職を受ける確率である
から、ランダムマッチングモデルの と同様に となる。他方、 は労
働者が賃金 の雇用申し出を受け入れる確率である。申し出を受け入れるのは、（1）労働
者が他企業から採用申し出を受けていないか、（2）他企業からの採用申し出があっても提示
された賃金が 未満であるときである。ここで、求職した一つの企業から採用を申し入れ
られる確率を とすると、上記（1）と（2）の確率はそれぞれ と になるから、
一つの求職申し込みが雇用に至らない確率は両者の合計 となる。企業が提
示した賃金 が労働者に受け入れられるためには、労働者が他の企業に出した の求
25） Gautier and Moraga-González（2004）の基本モデルでは、労働者は求職申し込みする企業数を選択でき、
本稿の が内生化されている他、最低賃金が設定されている。これらの違いが与える結論の差異には留
意を要する。
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職申し込みが全て雇用に至らない必要があるから は次のようになる。 
   
　労働者が採用の申し出を受ける確率 は、（平均待ち行列を とした）ランダムマッチ
ングモデルの と同様に と計算できる。これを の式に代入すると受
諾確率 を得る。 
   （29）
　企業の採用確率 は であるから、 
   
となる。これを自由参入条件に代入すると、賃金のオファー分布 の満たすべき条件が得
られる。 
　
　
 
また、下限の掲示賃金の条件 を上式に代入して均衡の を得る。 
   （30）
上の二式より を消去すると均衡における賃金のオファー分布が導かれる 26）。 
   （31）
このモデルは常に連続した賃金分布となり、一点に集中する可能性のある複数観察モデルと
は特徴が異なることがわかる。
 
3.5　効率性（賃金掲示モデル）
　ランダムマッチングモデルと同じように、一人の雇用に伴う経済利益は であり、賃
金は直接的には効率性に影響を与えない。よって、経済効率的には雇用を大きくすることが
望ましい（Rogerson et al. 2005）。一見すると、掲示した賃金水準は、企業の採用確率や労
働者の企業選択に影響を与えるため、経済効率を高める賃金の掲示方法があるようにも見え
る。しかしながら、本稿で考察するモデルでは企業の賃金掲示方法を工夫しても経済厚生は
26）Gautier and Moraga-González（2004, 命題 4）を参照。
371
関西大学『経済論集』第63巻第3, 4号（2014年3月）
70
改善しない。
　この特徴を具体的にみるため、例として、複数求職モデルを取り上げる。この場合、企業
のオファー分布が労働者の意思決定に影響を与えるのは、最後に労働者が企業を選択すると
ころだけである。つまり、この段階までは、労働者は企業を だけ無作為に選んで求職し、
企業側も求職してきた労働者を無作為に選んで採用の申し出をしており、賃金の設定が影響
を与える余地はない。さらに、最後の労働者の企業選択においても、賃金にかかわらず採用
申し出が一つでも来れば就職するので、労働者の雇用確率に賃金は影響を及ぼさない。モデ
ル構造が同じ基本モデルや広告モデルでも、労働者の雇用確率がオファー分布より影響を受
けないことは明らかである。
　複数観察モデルでは労働者が最初に求職する企業を選ぶので事情は異なるが、オファー分
布の調整では経済厚生は改善しない。これは受諾確率 を によって変動させると経済効
率性が低下するため、賃金にかかわらず企業からのオファーを無作為に選ぶ方法が効率的で
あるからである 27）。その結果、効率的な受諾確率 は 1/2 で一定であることが分かる。
　上記の考察を踏まえ、賃金掲示モデルの経済厚生をみてみる。一般的には、経済厚生は掲
示賃金が企業ごとに異なるため の関数となる。 
   （32）
ここで、 は企業の採用確率であり、 を明示的に変数として表している。また、（3）
に対応する実行可能性の条件は下記の通りになる。 
   
これを代入すると経済厚生の水準は、オファー分布に依存しない形となる （Acemoglu and 
Shimer 2000, p. 597）。
   （33）
　上式を微分すると、ランダムマッチングモデルにおける条件（15）と同じ最大化条件が導
出できる。
   （34）
ここで、 はモデルにより異なるが、効率水準の特徴はランダムマッチングモデルと変わ
らないことがわかる。
27）野坂（2013）を参照。
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　以下ではそれぞれのモデルの雇用確率を用いて効率性の条件を求めてみよう。まず、基本
モデルの は、ランダムマッチングモデルと同じ であるか
ら効率水準は下記のように定まる。 
   （35）
均衡条件（17）と比較すると、均衡の は効率水準より低いことがわかる。換言すると、
均衡の企業数は効率的水準よりも過剰になっている。これは、均衡の企業の提示賃金 が
低すぎるため、企業の利潤が過大となり参入が過剰となってしまうからである。これと関連
して、 Mortensen （2000, p. 287）では、オンザジョブサーチモデルの均衡で企業参入が過剰
になるため、最低賃金を高めることで経済効率が改善することを示した。本稿の基本モデル
でも同じように より高い最低賃金の設定により経済効率を高めることができる。
　次に、広告モデルの効率性を考えてみよう。雇用確率はランダムマッチングモデルと同じ 
であり、これを代入すると以下を得る。 
   
これは均衡条件 （19）と同一であり、本稿の広告モデルでは効率的資源配分が達成される 
（Butters 1977, p. 478）。
　続いて、複数観察モデルの効率性をみるが、ここでは労働者が企業を選択することで雇用
確率が影響を受けるため、状況は基本モデルよりも複雑である。しかしながら、前述の通り
効率的な受諾確率は =1/2 となるため、労働者の雇用確率は賃金とは独立となり、ラ
ンダムマッチングモデルと同じ となる。これを効率性の条件
に代入すると効率的な待ち行列を得る。 
   （36）
これは に対応する の決定式（26）と同じであるから、 を掲示しているときにのみ
均衡は効率的になる。一方、 が連続分布の場合は、均衡条件が（28）であり、均衡の
は効率水準よりも低く、企業参入が過大であることが分かる。場合分けの基準を決める補題
4 と組み合わせれば以下は明らかである 28）。
補題 5　複数観察モデルでは、 のとき均衡は効率的である。 のときは参入
が過大となる。
28）証明は野坂（2013）、Acemoglu and Shimer（2000, p. 592）を参照。
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上記補題はタイプ 2 の労働者が比較的多い場合に経済は効率的になることを示している 
（Acemoglu and Shimer 2000, p. 598）。同じ意味であるが、効率的な資源配分を達成するた
めには、全ての労働者があらゆる企業の賃金情報を知っている必要はない。つまり、一部
の労働者が二つだけの求人情報を知っていれば十分である。なお、 3.3 節で触れたように、 
Acemoglu and Shimer （2000）では となることはないため均衡は非効率となる点に
は留意を要する。 
　最後に複数求職モデルを考える。均衡の はランダムマッチングモデルと同じ（8）であ
り、これを最大化条件（34）に代入して整理すると以下を得る。 
   （37）
　この条件と均衡条件 （30）を比較すると、均衡の待ち行列は効率的な水準よりも低いこと
がわかる。すなわち、均衡では効率的な水準よりも多くの企業が参入していることを意味す
る 29）。しかしながら、後述の通り を無限大に増大させると広告モデルに一致するから、求
職数 を無限大に増やすと均衡が効率水準に一致する。 
3.6　均衡の比較（賃金掲示モデル）
　賃金掲示モデルの均衡は平均待ち行列 とオファー分布 により特徴づけられる。以下
では、主に均衡のオファー分布の特徴を中心に検討する。
　まず、複数求職モデルを基本モデル及び広告モデルと比較しよう。基本モデルでは が
過小（企業参入が過大）となり は一点 に集中することが分かっている。一方、広
告モデルでは は効率的となるが連続的な分布となった。これらを基準に複数求職モデル
と比較すると、オファー分布 は では確率 1 で となり基本モデルと一致する
一方、 のときは広告モデルの分布（20）に一致する。よって、ランダムマッチング
モデルと同様に賃金掲示モデルにおいても複数求職モデルは基本モデルと広告モデルの中間
のケースに位置し、 の極限値ではどちらかの場合に一致する。
　次に複数観察モデルをみてみよう。このモデルでは二つの賃金を観察するタイプ 2 の労働
者の割合 により均衡が区別される。 のときは定義上基本モデルに一致し、オファ
ー分布も一点 に集中する。 が上昇するにつれて分布に幅を持った形となり、ある程度
高くなると今度は の方に集中することになる。十分高くなり となると の一点
29） なお、Gautier and Moraga-González（2004）では求職する企業数 が過大になることを示しており、
この点からも経済効率性は達成されない。また、均衡では外生的に最低賃金が設定されており、この
水準が低いとき企業参入数が過大となることを示している（Gautier and Moraga-González 2004, 命題
9）。
374
73
探索方法の違いから見たサーチ理論の研究動向について（野坂）
のみからなる分布となり、広告モデルと同じく効率的となる。ただし、複数観察モデルでは、
広告モデルとは異なり分布が一点 に集中する。
　最後に、複数観察モデルと複数求職モデルを比較すると、両者とも労働者が複数の賃金情報
を得ている点では一致するが、結論は効率性の観点からも分布の形状からも大きく異なる。複
数観察モデルでは労働者全員が二つの賃金情報を持てば（ ）資源配分は効率的となるが、
複数求職モデルでは二つの求職（ ）だけでは効率的な資源配分には至らず、求職数 を
無限大（ ）まで増やす必要がある。また、分布も複数観察モデルでは効率性を達成
する賃金 の一点に分布は集中するが、複数求職モデルではたとえ求職数 が無限大でも
広がりを持った分布となる。情報や検索方法に関する違いが均衡に差異をもたらしている。 
4 　ディレクテッドサーチモデル
　前節のモデルでは、労働者が企業を選択するにあたって情報が不完全であり、それ故に労
働者は企業を無作為に選んでいた。複数観察モデルでは、労働者はいくつかの候補の中から
企業を選ぶことができたが、その候補の数に制約があった。一方、本節のディレクテッドサ
ーチモデルでは、労働者は企業の掲示する賃金を全て観察できる。本節では、ディレクテッ
ドサーチモデルでも均衡の特徴はモデルの仮定に大きく依存することを既存研究の成果を概
観することで確認する。本節では、関連文献（Burdett et al. 2001; Rogerson et al. 2005）の
理論モデルを一期モデルで紹介する。 
4.1　基本モデル（ディレクテッドサーチモデル）
　まず、基本モデルを Burdett et al. （2001）、Acemoglu and Shimer （1999a）、Rogerson et 
al. （2005）に依拠して紹介する。モデルでは、最初に企業が賃金 を提示し、労働者は全て
の情報をみて一つの企業に求職する。求職を受けた企業は、求職者より一人を雇用する。
　賃金 を掲示する企業への平均待ち行列を とすると、企業への求職者数は式（1）
と同じく を係数とするポアソン分布に従うから、企業の採用確率 は（2）、（22）と
同じ形をとる。
   （38）
　期待利潤及び自由参入の条件も前節までと同じであるため以下の条件を得る。 
   （39）
他方、労働者の雇用確率 は（3）の実行可能性の条件より と
375
関西大学『経済論集』第63巻第3, 4号（2014年3月）
74
なる。また、 を提示する企業に求職する労働者の期待効用は下記の通りであるが、これ
を最大化するように を選択する。 
   （40）
　最後に均衡が実行可能であるためには、個々の待ち行列の平均が経済全体の となるた
め下記の条件が必要となる。 
   （41）
　Moen （1997）、Acemoglu and Shimer （1999a）等は、均衡の と は、下記の最大化問
題の解として求められることを示した。 
　
　
 
（42）
直感的には、労働者は選択肢の中で期待効用が最大になる と の組み合わせを均衡では
選ぶことを意味している。制約条件は、均衡では企業間の競争により企業の期待利潤がゼロ
となる と の組み合わせが提供されることを意味する。
　均衡では制約式が等号で成立するので を代入して消去すると、問題は下記の を求め
ることと同値になる。 
   （43）
一階の条件を求めることで均衡水準の を求めることができる。 
   （44）
さらに、（38）を上式に代入して最終的な均衡条件を得る。 
   （45）
最後に、実行可能性条件 （41）より となり、これで企業数が確定する。
 
4.2　複数観察モデル（ディレクテッドサーチモデル）
　ディレクテッドサーチでは企業の掲示する賃金情報は全て観察可能であり、これは複数観
察モデルで情報開示が最も進んだケースと考えられる。よって、上記の基本モデルと複数観
察モデルは同じモデルとなる。 
376
75
探索方法の違いから見たサーチ理論の研究動向について（野坂）
4.3　複数求職モデル（ディレクテッドサーチモデル）
　複数の企業に求職を申し込む複数求職モデルは、複数観察モデルと異なり情報を得た企業
全てに求職する。 Galenianos and Kircher （2009）、Albrecht et al. （2006）はこうした状況
をディレクテッドサーチモデルの枠組みで分析し、基本モデルと均衡の性質が異なることを
示した。 Galenianos and Kircher （2009）では、労働者が二つの企業に求職を申し込むとき、
労働者は（採用の見込みの高い企業と低い企業を組み合わせるなど）求職の申し込みに関し
て最適なポートフォリオを作ることを示した。本稿では Galenianos and Kircher （2009）を
簡略化した理論モデルを紹介しその含意を考察する 30）。
　本稿では簡単化のため各労働者が二つの企業に求職する状況を考える。労働者は企業の掲
示した賃金をみて二つの企業に求職を行う。一方、企業は求職者より一人を選んで採用の申
し出を行い、採用の申し出を受けた労働者は一つの企業に就職する。 
　Galenianos and Kircher （2009）は、均衡においては、二つの水準の賃金だけが提示され
ることを示した 31）。二つの賃金を と とすると、労働者の期待効用は下記のよ
うに記述できる。 
 　  （46）
ここで、 は、労働者が賃金 の企業より採用申し出を受ける確率を表し、基本モ
デルの と同じものである。上式が示すように、二つの欠員の両方から採用の申し
出を受けたとき、労働者は高い賃金 の欠員を受け入れる。一方、低い賃金は、高い賃金
からの採用申し入れがなかったときのみ受諾する。
　まず、企業の雇用確率を求めるが、これは賃金掲示モデルにおける複数求職モデルと同様
に計算できる。企業が労働者を雇用する確率 は（1）労働者が企業に求職してくる確率 
と（2）企業からの採用申し出が労働者に受諾される確率 の積として表される（ ）。
（1）の確率は基本モデル中の（38）式と同じであり となる。一方、（2）
の労働者が受諾する確率 は、一般に賃金率に依存し、高い賃金 は確実に受諾されるが、
低い賃金 は の採用申し出がなかったときのみ受諾される。 
30） なお、Galenianos and Kircher（2009）では企業の参入は考慮されていないが、本稿では Kircher（2009）
と同じように自由参入条件を仮定している。その結果、本稿では均衡を Acemoglu and Shimer（1999b）
のような簡単な最大化問題で表すことにする。
31） Galenianos and Kircher（2009, 命題 3.2）を参照。仮に結論に反して一種類の賃金 しか経済に掲示さ
れていなかった場合、 より少し高い賃金 は他企業の掲示賃金 より好まれるから、労働者はたと
え二つの企業から採用の連絡を受けても、この企業からの採用申し出を確実に受け入れる。その結果、
企業は賃上げを補って余りある正の利潤を挙げることができてしまい均衡条件に反することになる。
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企業の利潤は の形は異なるものの基本モデルと同じである。 
   
なお採用申し出を受けた労働者の数 と採用申し出を行った企業数 は等し
いので が成り立つ。
　一般に均衡を求めるには上記の労働者と企業の最大化問題を解く必要があるが、 
Galenianos and Kircher （2009）は二つの最大化問題を解けば良いことを示した。本稿もそ
れに従うが企業の自由参入条件を利用した問題で考える。
　最初は、低い方の賃金 を求めるための問題を検討するが、これは目的関数である労働
者の期待効用 （46）の右辺第三項部分を（ を所与として） に関して最大化すれば良い
ことがわかる。 
　
　
 
制約条件は低い賃金 を提示する企業の自由参入条件である。制約式においては、低い賃
金は労働者には好まれないので、 だけ割り引かれていることが特徴である。制約
式の を目的関数に代入し消去すると、 
   
となる 32）。最大化のための一階の条件は下記のようになる。
   
この条件と受諾確率 の定義より以下の二つの条件を得る。 
　
         
（47）
　
 
ここで、 は、上記の最大化問題で最大化された の値である。
　次に、高い賃金 の欠員に関する最大化条件を考える。低い賃金水準 と効用水準
32）これは、Galenianos and Kircher（2009, p. 457）に自由参入条件を加えたものである。
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を所与とすると、 （ ）は下記問題の解となる。 
　
　
 
　
 
目的関数は労働者の期待効用 （46）のうち と関連する部分のみを取り出したものである。
一方、制約条件では、（1）自由参入条件と（2） が高い賃金として利用されるという制
約が必要である。ここで、（1）の自由参入条件では賃金が高いため受諾率 が 1 である点
に留意を要する。また、（2）にあるように、 という
条件が新たに必要となる。もしこの条件が成立しないと、労働者は を低い方の賃金とし
て利用した方が期待効用は高くなるからである 33）。均衡ではそうしたことが起らないように
が決まらなければならない。
　均衡では最後の制約は等号で成立する 34）ことから、自由参入条件と合わせて以下を得る。 
　
　
 
（48）
上記の二条件（（47）と（48））を解くと均衡のペア （ ）を求めることができ、
より を確認できる 35）。 
　したがって、均衡では二つの賃金 に求職することが最適となる。つまり、労働
者は賃金は低いが比較的就職しやすそうな仕事と就職が困難だが賃金の高い仕事を組み合わ
せる。このモデルの結論は、基本モデルや複数観察モデルとは異なっている。また、ランダ
ムマッチングにおける複数求職モデルとも違い、経済モデルにおける設定の違いが結論に差
異をもたらしている。 
4.4　複数欠員モデル（ディレクテッドサーチモデル）
　最後に、企業が複数の欠員を持つモデルをディレクテッドサーチの枠組みで考えるが（Burdett 
33）その結果、 の受諾率は1より小さくなるから、実際の均衡では企業はそのような条件で求人できない。
34）この点を確認するには最後の条件を除いた解では不等号が成立しないことを示せば良い。
35） の大小関係を調べるには、（48）の式を検討すれば十分である。同式の右辺を の関数として
を定義すると、 は厳密な凹関数で、単一の最大値を で持
つことがわかる。よって、上式は二つの を解として持つことがわかる（一つは より低く、もう
一つは より高い）。高い方の が最適であることは変形した目的関数 が の増加関
数となることから確認でき と結論づけられる。また、 より
であることもわかる。
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et al. 2001、 Shi 2002）、ここでは Burdett et al. （2001）、Lester （2010）を簡略化したモデル
を考察する。ランダムマッチングモデルと同じように、各企業は 人まで雇用可能であり、 
の賃金を提示して 人の欠員を募集する 36）。一人の欠員が充足される雇用確率 は、賃金
ごとの平均待ち行列 を利用する以外はランダムマッチングモデルの形（11）と同一であり、
下記のように各企業への待ち行列 の関数として定義できる。 
   （49）
労働者の雇用確率 は実行可能性の条件より であり労働者の期待効用は
基本モデルと同じく となる。 
　Acemoglu and Shimer （1999b）と同様の考察により、均衡は基本モデルの最大化問題の
解（42）となる。基本モデルと同様に を消去した目的関数（43）に対して一階の条件を
とると（44）が成立する。 の式を代入すると以下の関係式を得る 37）。 
   （50）
なお、均衡の期待効用水準 を の関数とみると、 は の増加関数となり、その結果、
均衡では全ての企業は の欠員を募集することが確認できる 38）。
　また、企業の雇用規模 が十分大きくなると労働市場の摩擦がなくなることから、以下の
補題もなりたつ 39）。
補題 6　 のとき、 。
上記の補題から、 が大きくなると均衡の企業数（ ）が減少することがわかるが、
さらに、欠員と労働者の規模が等しくなること（ ）も分かる。企業規模 が大きいと、
欠員が埋まらないというリスクは低下するため、労働者にとっては労働者の数だけ欠員があ
れば十分である。補題は が十分大きい摩擦の少ない労働市場では需要と供給がバランスす
る均衡になることを意味している。この特徴はランダムマッチングモデルでの過剰参入の結
論（補題 2）と対照的である。
　以上の議論は、簡単化された仮定の下での結論であり、通常はより一般的な生産関数を仮
定する必要がある。例えば Hawkins （2013）では限界生産性が逓減する環境で均衡が非効
率となることを示している。関連して、 Tan （2012）では想定された人員が確保できないと
36）一つの企業は同じ を掲示すると仮定する。
37）例えば Lester（2010）のモデルに自由参入条件を組み合わせれば導出できる。
38）野坂（2013）を参照。
39）証明方法は脚注 10 と同様であるが、詳細は野坂（2013）を参照。
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きに生産性が低下する環境を考察し、企業規模と賃金分布の関係を導出している。 
4.5　効率性（ディレクテッドサーチモデル）
　前節までと同様に経済厚生の基準は（32）の形を取るが、ディレクテッドサーチモデルに
おいては労働者が最適な賃金を選択することができるのでその点が異なる 40）。ただし、賃金
は経済余剰の合計には影響を及ぼさず、また経済が凸環境にあることから、多くのモデルで
は、効率的な資源配分に必要な掲示賃金も一つの水準で十分である。その結果、下記の経済
余剰を最大化する問題に帰着できる。 
   （51）
これはランダムマッチングモデルの効率性基準（14）、賃金掲示モデルの基準（33）と同一
であり、最適な条件も（15）、（34）となる。この最大化問題は明らかに基本モデルにおけ
る最大化問題（43）と同値であり、均衡が効率的であることを示している （Acemoglu and 
Shimer 1999b）。
　次に、複数求職モデルの効率性を考えてみよう。このモデルの均衡においては平均待ち行
列（ ）が であり、その結果、低い賃金 を掲示する企業数の方が多いことが
分かる。 Galenianos and Kircher （2009）は、こうした企業数の分布は効率性の条件に反す
ることを証明した（命題 3.6）。これと関連して Kircher （2009）では、企業が求職してきた
労働者全てとコンタクトをとれる環境を考察した。本稿の複数求職モデルでは企業は求職者
の中から一人の労働者にのみ採用通知を出したが、その場合は、たとえ賃金が高くても労働
者から断られるというリスクが発生する。一方、 Kircher （2009）では企業と労働者のマッ
チングが安定的になるまで続くと仮定し、その場合には効率的な資源配分を達成することを
示した。
　最後に複数欠員モデルを考えると、経済全体の期待余剰は（51）となる。よって、効率性
の条件は均衡における最大化問題（43）と同一であり、均衡が効率的であることが分かる
（Burdett et al. 2001; Hawkins 2013, p.237）。しかしながら、これは生産関数が簡単化された
ための特殊ケースとみることもできる。前述の通り、 Hawkins （2013）では、限界生産性が
逓減し、賃金に差が存在する環境を考えたが、そこでは一般に均衡は効率的ではない。また、
その後の労働者と企業の交渉問題などを導入するとさらに効率的配分の達成は困難になる。
これは標準的な労働者と企業の交渉問題に加えて、複数の労働者導入に併い発生する追加的
な問題も効率性に影響してくるからである （Smith 1999）。最後に、ランダムマッチングモ
40）本稿の基本モデルの効率性の説明は Rogerson et al.（2005）等に依拠している。　
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デルの効率性でも述べたように労働者や企業が異質な経済では労働者と企業の最適な組み合
わせを考えるという別の問題が発生する 41）。 
5 　結語
　本稿では、ジョブサーチ理論において探索方法や観察可能な変数の違いが均衡に与える影
響を主要な文献を展望することで比較した。同一の枠組みのもとで既存文献のモデルの比較
を容易にした結果、情報に関する仮定の差異が均衡に違いをもたらすほか、いくつかのモデ
ルではモデル間に連続性のあることも明確になった。
　本稿では複数のモデルを比較可能にするという側面を重視したため、一般性が低い特殊な
条件での比較に留まっており、今後はより一般的なモデルを比較する必要がある。特に、本
稿は一期間の理論モデルであるため動学的側面が捉えられていない 42）。また、異質な労働者
と企業にまつわる問題にはほとんど言及していないが、こうした点を含んだ文献を整理して
有用な含意を導きだすことも必要であろう。 
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